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1.  22年12月期の業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 4,564 △2.2 254 ― 155 ― 118 ―
21年12月期 4,667 △28.0 △229 ― △348 ― △322 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年12月期 16.77 15.70 10.4 2.2 5.6
21年12月期 △45.76 ― △25.6 △4.6 △4.9
（参考） 持分法投資損益 22年12月期  ―百万円 21年12月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 6,778 1,204 17.8 169.99
21年12月期 7,477 1,080 14.5 152.41
（参考） 自己資本   22年12月期  1,204百万円 21年12月期  1,080百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年12月期 1,100 △114 △1,134 335
21年12月期 529 △309 △203 484

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―
22年12月期 ― 0.00 ― 3.00 3.00 21 17.9 1.8
23年12月期 

（予想）
― 0.00 ― 3.00 3.00 ―

3.  23年12月期の業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間 2,100 △5.4 80 △8.4 30 △16.3 △30 ― △4.23

通期 4,500 △1.4 280 9.8 180 15.5 120 0.8 16.93
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4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期 7,112,020株 21年12月期 7,112,020株
② 期末自己株式数 22年12月期  24,373株 21年12月期  20,393株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後の様々な要因によって予想数値と異
なる可能性があります。なお、上記予想に関する事項は、３頁「１．経営成績 （１） 経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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（１）経営成績に関する分析
① 当事業年度における経営成績

当事業年度におけるわが国経済は、新興国を中心とした海外経済の持ち直しを背景に改善の兆しが見えてきた
ものの、円高の長期化や高水準で推移する失業率などから、景気の先行きに対する不透明感が継続している状況
となっておりました。
当社の主たる需要先である建設業界を取り巻く環境は、公共事業については補正予算の一部執行停止など抑制

傾向が強まるとともに、民間設備投資についても企業の設備投資縮小傾向や住宅着工戸数の低迷など、引き続き
厳しい環境となっておりました。
このような環境の中、当社は、高速道路の維持管理工事や公共施設の修繕工事など、主に生活に密着している

インフラへのリニューアル工事に必要となる建設機械を取り揃え、ユーザー様のニーズに応えられる提案営業を
展開するとともに、全社員がコスト削減意識を持って業績回復を目指してまいりました。
この結果、当事業年度の売上高につきましては、官民双方の建設投資が縮減される市場の影響により、賃貸料

収入が減少したことで、45億64百万円（前期比2.2％減）の減収となりました。
利益面につきましては、営業所の統廃合や人員の削減などの合理化が一段落したものの、さらなる修繕費など

の変動費の抑制や地代家賃などの固定費の圧縮に努めた結果、営業利益は２億54百万円（前期は２億29百万円の
損失）、経常利益は１億55百万円（前期は３億48百万円の損失）となりました。また、特別損失として減損損失
23百万円、固定資産除却損14百万円等を計上した結果、当期純利益は１億18百万円（前期は３億22百万円の損
失）となりました。

② 次期の見通し
次期の見通しにつきましては、依然として厳しい市場環境が続くと予想されますが、当社といたしましては、強

みであるリニューアル工事向け機械について、北関東及び信越地区でのより浸透させる営業展開に加え、南関東地
区においてはより広範囲への営業展開を実践することで、賃貸料収入の確保を目指してまいります。また、当事業
年度に続き経営の合理化をさらに強化することで、ローコスト経営を継続し、業績の向上を目指してまいります。

具体的な数値につきましては、売上高45億円（当期比1.4％減）、営業利益２億80百万円（当期比9.8％増）、経
常利益１億80百万円（当期比15.5％増）、当期純利益１億20百万円（当期比0.8％増）を予想しております。

（２）財政状態に関する分析
① 資産、負債及び純資産の状況
（流動資産）

当事業年度末における流動資産の残高は、前事業年度末と比べて２億33百万円減少し、当事業年度末には16億53
百万円となりました。 主な要因といたしましては、現金及び預金が１億70百万円、売掛金が13百万円それぞれ減
少したことなどによるものであります。

（固定資産）
当事業年度末における固定資産の残高は、前事業年度末と比べて４億65百万円減少し、当事業年度末には51億24

百万円となりました。主な要因といたしましては、有形固定資産が５億６百万円減少したことなどによるものであ
ります。

（流動負債）
当事業年度末における流動負債の残高は、前事業年度末と比べて１億68百万円減少し、当事業年度末には28億83

百万円となりました。主な要因といたしましては、支払手形が14百万円、買掛金が27百万円、短期借入金（１年内
返済予定の長期借入金を含む）が96百万円、未払金が22百万円、未払費用が70百万円それぞれ減少、賞与引当金が
16百万円、未払消費税等が45百万円それぞれ増加したことなどによるものであります。

（固定負債）
当事業年度末における固定負債の残高は、前事業年度末と比べて６億54百万円減少し、当事業年度末には26億90

百万円となりました。主な要因といたしましては、長期借入金が４億97百万円、社債が２億円それぞれ減少、長期
未払金が49百万円増加したことなどによるものであります。

（純資産）
当事業年度末における純資産の残高は、前事業年度末と比べて１億23百万円増加し、当事業年度末には12億４百

万円となりました。主な要因といたしましては、利益剰余金が１億18百万円増加したことなどによるものでありま
す。

② キャッシュ・フローの状況
当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べて１億49百万円減

少し、３億35百万円となりました。
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は11億円（前期は５億29百万円の獲得）となりました。
これは主に、税引前で利益を１億17百万円計上できたことに加え、資金の増加要因である減価償却費が８億40百

万円、資金の減少要因である仕入債務の減少額が42百万円などを反映したものであります。
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は１億14百万円（前期は３億９百万円の使用）となりました。

これは主に有形固定資産の取得による支出92百万円、定期預金等の純減額21百万円などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は11億34百万円（前期は２億３百万円の使用）となりました。

これは主に借入金の純減額５億94百万円、割賦債務の支払額３億39百万円、社債の償還による支出２億円などに

よるものであります。

１．経営成績
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。
（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。
（注３）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
株主の皆様への利益配分につきましては、長期的に安定した利益還元を継続的に実施していくことを基本方針と

しております。また、今後は業績に応じた利益配分も検討してまいります。
経営環境の変化やリスクに柔軟に適応できる財務体質の強化並びに将来の事業展開に備えるために必要な内部留

保の充実も継続企業の責務として強化を図る所存であります。
当期の配当金につきましては、上記の基本方針を考慮し、平成23年１月24日開催の取締役会において、１株当た

り３円とすることとしております。
次期の配当金につきましても、大変厳しい経営環境下にはありますが、１株当たり３円を予定しております。

（４）事業等のリスク
当社の経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

（事業リスク）
当社を取り巻く事業環境は、国及び地方自治体の公共事業関連予算や民間非住宅建築投資等の影響を強く受ける

ため、今後は、高速道路の維持管理工事や公共施設の修繕工事など、生活に密着しているインフラへのリニューア
ル工事の受注に向けた取組みを強化します。しかしながら、将来、さらに公共事業の縮減や民間工事が減少した場
合には、当社の業績が影響を受ける可能性があります。

（天候リスク）
当社の貸出先である建設業界は、主に公共事業、民間設備投資共に土木工事の比率の高い企業が多く、工事が屋

外作業となり、作業の進捗状況は、天候に左右されます。
特に雨や雪の影響により工事の中断や延期が度々起こります。このような状況下では、貸出機械の稼働が減少し

ます。主に、梅雨や夏の台風による降雨、12月から３月までの降雪の状況によっては、当社の業績が影響を受ける
可能性があります。

（レンタル価格の低下リスク）
建設機械のレンタル市場規模は、ここ数年横ばいとなっております。その中にあって、機械の供給過多傾向が進

み、価格競争も激化しております。また、広域レンタル会社は、地場中小業者の買収、提携を促進して、優良ユー
ザー層の維持及び獲得を進めております。このような状況の下、貸出価格は下がる可能性があり、当社の業績が影
響を受ける可能性があります。

（借入金の金利変動リスク）
当社は、賃貸資産や社用資産の取得に係る資金需要に対して、主に外部から資金を調達しております。これら外

部から調達する資金については、現在、変動金利で調達している部分もあり、金利市場を勘案の上、金利固定化等
により、金利変動リスクの軽減に努めておりますが、今後の金融政策の動向によっては、当社の業績が影響を受け
る可能性があります。

（シンジケートローンによる資金調達に伴う財務制限条項への抵触に伴うリスク）
当社が締結しておりますシンジケートローン契約には財務制限条項が定められております。
シンジケートローンによる資金調達にあたっては、純資産の維持及び利益の維持に関する財務制限条項が付され

ており、これらに抵触した場合には、利率の上昇や期限の利益の喪失等、当社の業績及び資金繰りに影響を及ぼす
可能性があります。なお、当事業年度末において、財務制限条項に抵触している事実はありません。

（固定資産の減損会計リスク）
当社が保有する不動産は、社用の事務所、整備工場及び賃貸機械の置場として使用しております。これらの固定

資産に、将来において著しい経営環境の悪化等により重要な減損損失を認識した場合、当社の業績に影響を受ける
可能性があります。

（５）継続企業の前提に関する重要事象等
該当事項はありません。

該当事項はありません。

平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月

自己資本比率（％） 18.9 14.5 17.8

時価ベースの自己資本比率
（％）

8.3 5.9 8.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

3.5 10.6 4.5

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

10.0 4.2 8.7

２．企業集団の状況
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（１）会社の経営の基本方針

自他共栄を経営理念とし、適切な機材及び機械をより良いサービスで提供して、地域社会の社会基盤整備に貢献

することを、基本方針としています。また、営業政策の基本路線は、地域に根ざして事業を展開されている地元企

業との長きにわたる信頼関係を構築することによって、当社の安定した成長を図ってまいります。

（２）目標とする経営指標

経営指標の中で最も重視しているものは、売上高経常利益率であり、目標数値は５％以上で長期安定的に確保す

るよう企業努力をしてまいります。また、当社の事業スタイルは、賃貸資産を購入し、それをユーザー様に賃貸す

ることで収益を得ているため、資産の効率性を見る上で重要な経営指標である総資産経常利益率も重視してまいり

ます。

（３）中長期的な会社の経営戦略

民間設備投資に緩やかな回復の兆しが見えてきたものの大幅な公共事業の縮減により、今後も建設機械レンタル

業界を取り巻く環境は、厳しさに見舞われることが想定されます。

当社はこの厳しい環境に対応するために、平成21年12月期までに営業拠点を再編集約し、平成22年12月期には人

員の大幅な削減策を含むリストラを実行してまいりました。これらに加え今後は、賃貸機械の保有状態を市場規模

に機動的に調整することで、難局を乗り越えられる強い体質の企業となることを目標としてまいります。

また、本業である建設機械のレンタルをコアに据え、ユーザー様や市場のニーズに合致した提案営業を実施し、

建設業界に不可欠な存在となることで、経営の安定化と収益の確保を目指してまいります。

（４）会社の対処すべき課題

今後の日本経済については、回復基調にあるとはいえ未だ先行き不透明感が払拭できない状況が続いており、当

社の主たる需要先である建設業界においても、公共事業の縮減や民間設備投資の縮小等により、厳しい経営環境が

続くことが懸念されております。

しかしながら一方では、既存の道路や建物、構築物など、生活に密着したインフラについての老朽化問題がクロ

ーズアップされており、リニューアルや補修工事が増加することも予想されます。当社といたしましては、このよ

うな時代に即した工事を見極めるとともにそれらに対応できる機械構成を整備しユーザー様へ提供することが最重

要課題と認識しております。

上記の方向性に従い、売上の目標数値管理、設備投資によるコスト増の管理、機械の効率的な配置や適正在庫の

管理などを徹底することで、ローコスト経営を実現し、利益の確保を目指すとともに、将来の戦力となる人材の発

掘及び教育にも力を入れ、さらに、営業キャッシュ・フローを有利子負債の返済原資に充当することで、有利子負

債の削減も進め、財務体質の改善にも努めてまいります。

（５）その他、会社の経営上重要な事項

特記すべき事項はありません。

３．経営方針
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４．財務諸表
（１）貸借対照表

（単位：千円）

前事業年度
(平成21年12月31日)

当事業年度
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 804,909 634,471

受取手形 261,152 260,896

売掛金 687,275 673,942

商品 7,410 7,364

貯蔵品 6,029 5,700

前払費用 17,788 19,110

繰延税金資産 55,676 63,470

その他 65,992 8,871

貸倒引当金 △18,600 △19,900

流動資産合計 1,887,633 1,653,928

固定資産

有形固定資産

賃貸資産

簡易建物 333,196 300,097

減価償却累計額 △183,512 △169,794

簡易建物（純額） 149,683 130,302

機械及び装置 7,436,817 6,719,387

減価償却累計額 △4,851,052 △4,672,051

機械及び装置（純額） 2,585,765 2,047,336

車両運搬具 551,204 708,469

減価償却累計額 △251,757 △310,504

車両運搬具（純額） 299,446 397,964

工具、器具及び備品 207 207

減価償却累計額 △197 △197

工具、器具及び備品（純額） 10 10

賃貸資産合計 3,034,905 2,575,613

社用資産

建物 1,012,400 1,009,700

減価償却累計額 △603,167 △606,366

建物（純額） 409,233 403,334

構築物 369,307 347,690

減価償却累計額 △265,802 △268,441

構築物（純額） 103,505 79,248

車両運搬具 50,488 47,771

減価償却累計額 △41,015 △39,004

車両運搬具（純額） 9,473 8,766

工具、器具及び備品 159,620 142,396

減価償却累計額 △133,293 △124,214

工具、器具及び備品（純額） 26,327 18,182

土地 1,733,086 1,724,967

社用資産合計 2,281,626 2,234,499

有形固定資産合計 5,316,532 4,810,113

無形固定資産

借地権 29,195 28,245

その他 2,697 2,185

無形固定資産合計 31,892 30,431

㈱ニッパンレンタル（4669）平成22年12月期決算短信（非連結）

6



（単位：千円）

前事業年度
(平成21年12月31日)

当事業年度
(平成22年12月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 17,440 19,827

出資金 4,230 4,330

従業員に対する長期貸付金 2,073 3,425

破産更生債権等 62,491 60,418

長期前払費用 127,812 137,537

差入保証金 45,327 35,949

会員権 6,912 6,910

その他 28,787 69,000

貸倒引当金 △53,767 △53,567

投資その他の資産合計 241,308 283,831

固定資産合計 5,589,734 5,124,376

資産合計 7,477,368 6,778,304

負債の部

流動負債

支払手形 313,301 298,728

買掛金 158,406 130,515

短期借入金 690,000 750,000

1年内返済予定の長期借入金 1,103,675 946,679

1年内償還予定の社債 200,000 200,000

未払金 416,787 393,934

未払費用 134,494 63,829

未払法人税等 3,227 10,303

未払消費税等 － 45,936

預り金 14,056 14,551

賞与引当金 － 16,689

その他 18,095 11,975

流動負債合計 3,052,044 2,883,142

固定負債

社債 500,000 300,000

長期借入金 2,015,887 1,518,126

長期未払金 813,748 863,532

その他 14,825 8,658

固定負債合計 3,344,460 2,690,316

負債合計 6,396,505 5,573,459
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（単位：千円）

前事業年度
(平成21年12月31日)

当事業年度
(平成22年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 720,929 720,929

資本剰余金

資本準備金 193,878 193,878

資本剰余金合計 193,878 193,878

利益剰余金

利益準備金 17,400 17,400

その他利益剰余金

別途積立金 458,430 158,430

繰越利益剰余金 △294,329 124,601

利益剰余金合計 181,501 300,432

自己株式 △2,926 △3,237

株主資本合計 1,093,382 1,212,002

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,813 △1,349

繰延ヘッジ損益 △10,706 △5,808

評価・換算差額等合計 △12,519 △7,158

純資産合計 1,080,863 1,204,844

負債純資産合計 7,477,368 6,778,304
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（２）損益計算書

（単位：千円）

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

売上高

賃貸料収入 4,194,968 3,988,836

商品売上高 472,725 575,655

売上高合計 4,667,694 4,564,491

売上原価

賃貸原価 3,268,880 2,927,398

商品売上原価 264,336 282,656

売上原価合計 3,533,216 3,210,054

売上総利益 1,134,478 1,354,437

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 8,820 8,706

車両費 43,079 40,979

貸倒引当金繰入額 9,162 14,720

役員報酬 30,780 22,611

給料及び賞与 555,935 404,542

賞与引当金繰入額 － 12,354

退職給付費用 42,373 30,183

法定福利及び厚生費 90,172 70,416

地代家賃 156,810 122,679

リース料 63,888 45,409

通信費 46,658 38,465

消耗品費 40,282 38,497

租税公課 30,468 34,383

減価償却費 61,867 52,023

その他 183,444 163,556

販売費及び一般管理費合計 1,363,744 1,099,530

営業利益又は営業損失（△） △229,266 254,906

営業外収益

受取利息 1,223 605

損害保険受取額 8,933 11,914

受取賃貸料 3,600 3,600

受取奨励金 1,279 1,074

その他 2,981 11,621

営業外収益合計 18,018 28,816

営業外費用

支払利息 117,209 114,277

社債利息 8,868 9,348

社債発行費 4,817 －

株式交付費 48 －

事故復旧損失 3,151 3,090

その他 3,099 1,170

営業外費用合計 137,194 127,887

経常利益又は経常損失（△） △348,442 155,836

特別利益

固定資産売却益 － 140

役員退職慰労引当金戻入額 126,860 －

特別利益合計 126,860 140
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（単位：千円）

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

特別損失

固定資産売却損 508 498

固定資産除却損 9,559 14,104

減損損失 8,716 23,976

事業所閉鎖損 32,540 －

特別退職金 33,489 －

特別損失合計 84,815 38,579

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △306,397 117,396

法人税、住民税及び事業税 6,701 6,259

法人税等調整額 9,711 △7,794

法人税等合計 16,413 △1,534

当期純利益又は当期純損失（△） △322,810 118,931
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Ａ．賃貸原価明細書

Ｂ．商品売上原価明細書

（脚注）

売上原価明細書

前事業年度
（自 平成21年１月１日

至 平成21年12月31日）

当事業年度
（自 平成22年１月１日

至 平成22年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 労務費

賃金賞与 215,147 161,297

賞与引当金繰入額 － 4,335

退職給付費用 14,833 10,140

法定福利及び厚生費 31,651 25,694

当期労務費 261,632 8.0 201,467 6.9

Ⅱ 経費

減価償却費 882,697 788,435

移送設置費 367,268 367,609

保険料 148,265 140,644

支払レンタル料 328,857 298,013

修繕費 222,009 226,663

リース料 860,930 744,439

消耗備品費 20,198 12,414

その他 177,020 147,710

当期経費 3,007,247 92.0 2,725,930 93.1

賃貸原価 3,268,880 100.0 2,927,398 100.0

前事業年度
（自 平成21年１月１日

至 平成21年12月31日）

当事業年度
（自 平成22年１月１日

至 平成22年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 期首商品たな卸高 16,258 6.0 7,410 2.6

Ⅱ 当期商品仕入高 208,206 76.6 203,344 70.1

Ⅲ 他勘定からの振替高 ※１ 47,282 17.4 79,265 27.3

計 271,746 100.0 290,020 100.0

Ⅳ 期末商品たな卸高 7,410 7,364

商品売上原価 264,336 282,656

前事業年度
（自 平成21年１月１日

至 平成21年12月31日）

当事業年度
（自 平成22年１月１日

至 平成22年12月31日）

※１．他勘定からの振替高

賃貸用資産

※１．他勘定からの振替高

賃貸用資産

簡易建物 千円1,550

機械及び装置 42,720

車両運搬具 3,011

計 47,282

簡易建物 千円1,345

機械及び装置 70,553

車両運搬具 7,366

計 79,265
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（３）株主資本等変動計算書

（単位：千円）

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 720,867 720,929

当期変動額

新株の発行 61 －

当期変動額合計 61 －

当期末残高 720,929 720,929

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 193,878 193,878

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 193,878 193,878

資本剰余金合計

前期末残高 193,878 193,878

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 193,878 193,878

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 17,400 17,400

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 17,400 17,400

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 458,430 458,430

当期変動額

別途積立金の取崩 － △300,000

当期変動額合計 － △300,000

当期末残高 458,430 158,430

繰越利益剰余金

前期末残高 49,578 △294,329

当期変動額

別途積立金の取崩 － 300,000

剰余金の配当 △21,097 －

当期純利益又は当期純損失（△） △322,810 118,931

当期変動額合計 △343,907 418,931

当期末残高 △294,329 124,601

利益剰余金合計

前期末残高 525,409 181,501

当期変動額

別途積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △21,097 －

当期純利益又は当期純損失（△） △322,810 118,931

当期変動額合計 △343,907 118,931

当期末残高 181,501 300,432
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（単位：千円）

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

自己株式

前期末残高 △2,715 △2,926

当期変動額

自己株式の取得 △211 △311

当期変動額合計 △211 △311

当期末残高 △2,926 △3,237

株主資本合計

前期末残高 1,437,439 1,093,382

当期変動額

新株の発行 61 －

剰余金の配当 △21,097 －

当期純利益又は当期純損失（△） △322,810 118,931

自己株式の取得 △211 △311

当期変動額合計 △344,057 118,620

当期末残高 1,093,382 1,212,002

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △1,200 △1,813

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △612 463

当期変動額合計 △612 463

当期末残高 △1,813 △1,349

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － △10,706

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,706 4,897

当期変動額合計 △10,706 4,897

当期末残高 △10,706 △5,808

評価・換算差額等合計

前期末残高 △1,200 △12,519

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △11,319 5,361

当期変動額合計 △11,319 5,361

当期末残高 △12,519 △7,158

純資産合計

前期末残高 1,436,239 1,080,863

当期変動額

新株の発行 61 －

剰余金の配当 △21,097 －

当期純利益又は当期純損失（△） △322,810 118,931

自己株式の取得 △211 △311

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △11,319 5,361

当期変動額合計 △355,376 123,981

当期末残高 1,080,863 1,204,844
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（４）キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

前事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △306,397 117,396

減価償却費 944,565 840,459

減損損失 8,716 23,976

長期前払費用償却額 172 103

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12,390 1,099

賞与引当金の増減額（△は減少） △8,860 16,689

受取利息及び受取配当金 △1,615 △956

支払利息 126,077 123,626

有形固定資産売却損益（△は益） 508 358

有形固定資産除却損 9,559 14,104

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △126,860 －

事業所閉鎖損 32,540 －

売上債権の増減額（△は増加） 271,276 13,588

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,959 374

仕入債務の増減額（△は減少） △178,673 △42,464

未払消費税等の増減額（△は減少） △73,412 45,936

その他の資産・負債の増減額 △18,351 76,399

小計 674,817 1,230,691

利息及び配当金の受取額 1,696 1,080

利息の支払額 △126,292 △125,931

法人税等の支払額 △20,765 △5,726

営業活動によるキャッシュ・フロー 529,455 1,100,114

投資活動によるキャッシュ・フロー

貸付けによる支出 △1,850 △4,000

貸付金の回収による収入 2,393 2,244

有形固定資産の取得による支出 △211,244 △92,982

有形固定資産の売却による収入 51,600 611

投資有価証券の取得による支出 △1,997 △1,923

定期預金等の預入による支出 △499,161 △515,310

定期預金等の満期等による収入 347,324 493,655

敷金及び保証金の差入による支出 △1,821 △1,942

敷金及び保証金の回収による収入 5,237 4,931

出資金の払込による支出 △100 △100

その他 96 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △309,524 △114,816

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） 160,000 60,000

長期借入れによる収入 1,210,000 490,000

長期借入金の返済による支出 △1,477,530 △1,144,756

自己株式の取得による支出 △211 △311

社債の発行による収入 194,942 －

社債の償還による支出 － △200,000

株式の発行による収入 61 －

配当金の支払額 △21,474 －

割賦債務の支払額 △269,108 △339,323

財務活動によるキャッシュ・フロー △203,320 △1,134,391

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 16,610 △149,092

現金及び現金同等物の期首残高 467,647 484,257

現金及び現金同等物の期末残高 484,257 335,164
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（５） 継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

（６） 重要な会計方針

最近の有価証券報告書（平成22年３月30日提出）における記載から重要な変更がないため、開示を省略して

おります。

（７） 重要な会計方針の変更

該当事項はありません。

㈱ニッパンレンタル（4669）平成22年12月期決算短信（非連結）

15



（８） 財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年12月31日）

当事業年度
（平成22年12月31日）

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

(イ)担保提供資産

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

(イ)担保提供資産

受取手形 千円24,905

建物 220,760

土地 1,664,202

計 1,909,868

受取手形 千円25,328

建物 209,707

土地 1,656,083

計 1,891,119

(ロ)対応する債務 (ロ)対応する債務

短期借入金 千円490,000

１年内返済予定の長期借入金 488,075

長期借入金 803,657

計 1,781,733

短期借入金 千円550,000

１年内返済予定の長期借入金 400,031

長期借入金 593,618

計 1,543,650

※２ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当期末日が

金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形

が期末残高に含まれております。

※２ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当期末日が

金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形

が期末残高に含まれております。

受取手形 千円12,216 受取手形 千円21,494

３ 当社は、機動的な賃貸用資産購入資金の確保を目的

として、平成17年６月30日に株式会社群馬銀行を主

幹事とするその他５行との間で12億円、平成20年３

月31日に株式会社群馬銀行を主幹事とするその他３

行との間で９億円、平成21年７月10日に株式会社群

馬銀行を主幹事とするその他４行との間で８億円の

シンジケートローン契約を締結いたしました。

これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

シンジケートローンの総額 千円2,900,000

借入実行残高 2,660,000

差引額 240,000

３ 当社は、機動的な賃貸用資産購入資金の確保を目的

として、平成20年３月31日に株式会社群馬銀行を主

幹事とするその他３行との間で９億円、平成21年７

月10日に株式会社群馬銀行を主幹事とするその他４

行との間で８億円のシンジケートローン契約を締結

いたしました。

これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

シンジケートローンの総額 千円1,700,000

借入実行残高 1,700,000

差引額 －
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自 平成21年１月１日

至 平成21年12月31日）

当事業年度
（自 平成22年１月１日

至 平成22年12月31日）

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低
下による簿価切り下げ額

商品売上原価 千円4,127

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低
下による簿価切り下げ額

商品売上原価 千円644

※２ 役員退職慰労引当金戻入額
役員退職慰労金の受領辞退に伴う取崩額を計上して
おります。

２ ──────

※３ 特別退職金は、「中期経営計画」に基づき実施した
希望退職者募集による56名分の特別退職一時金であ
ります。

３ ──────

４ ────── ※４ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。
社用資産

車両運搬具 千円140

※５ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

社用資産

建物 千円508

※５ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

社用資産

車両運搬具 千円498

※６ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

賃貸資産

※６ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

賃貸資産

社用資産

簡易建物 千円280

機械及び装置 2,088

車両運搬具 104

小計 2,472

建物 1,321

構築物 5,509

車両運搬具 21

工具、器具及び備品 234

小計 7,087

計 9,559

社用資産

簡易建物 千円846

機械及び装置 6,612

車両運搬具 151

小計 7,610

建物 4,475

構築物 999

工具、器具及び備品 1,018

小計 6,493

計 14,104

※７ 減損損失
当事業年度において、以下の資産グループについて減損
損失を計上しております。

※７ 減損損失
当事業年度において、以下の資産グループについて減損
損失を計上しております。

当社は、管理会計上の区分（主として営業所）を基準に
資産のグルーピングを行っております。その結果、当事
業年度において、時価及び収益性の近い将来における回
復が見込めないと判断した資産について、帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失8,716千
円として特別損失に計上しております。
なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており
ます。

用途及び地域 種 類 減 損 額

所沢営業所
(埼玉県入間郡三芳町)

建物、構築物等 7,321千円

遊休資産 電話加入権 1,395千円

当社は、管理会計上の区分（主として営業所）を基準に
資産のグルーピングを行っております。その結果、当事
業年度において、時価及び収益性の近い将来における回
復が見込めないと判断した資産について、帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失 千
円として特別損失に計上しております。
なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており
ます。

用途及び地域 種 類 減 損 額

宇都宮営業所
(栃木県宇都宮市)

土地、その他 千円8,337

伊勢崎営業所
(群馬県伊勢崎市)

建物、構築物等 千円8,350

加須営業所
(埼玉県加須市)

建物、構築物等 千円6,963

遊休資産 電話加入権 千円325

23,976
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前事業年度（自平成21年１月１日 至平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加61,500株は、新株予約権の行使による新株の発行による増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加2,263株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式

普通株式（注）１ 7,050,520 61,500 － 7,112,020

合計 7,050,520 61,500 － 7,112,020

自己株式

普通株式（注）２ 18,130 2,263 － 20,393

合計 18,130 2,263 － 20,393

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配 当 額

（円）
基準日 効力発生日

平成21年３月26日

定時株主総会
普通株式 21,097 3.00 平成20年12月31日 平成21年３月27日
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当事業年度（自平成22年１月１日 至平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加3,980株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式

普通株式（注）１ 7,112,020 － － 7,112,020

合計 7,112,020 － － 7,112,020

自己株式

普通株式（注）２ 20,393 3,980 － 24,373

合計 20,393 3,980 － 24,373

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配 当 額

（円）
基準日 効力発生日

平成23年３月29日

定時株主総会
普通株式 21,262 3.00 平成22年12月31日 平成23年３月30日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自 平成21年１月１日

至 平成21年12月31日）

当事業年度
（自 平成22年１月１日

至 平成22年12月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定 千円804,909

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金等
△320,651

現金及び現金同等物 484,257

現金及び預金勘定 千円634,471

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金等
△299,307

現金及び現金同等物 335,164

２．重要な非資金取引の内容

当事業年度に新たに計上した固定資産の割賦購入に

係る資産及び負債の額はそれぞれ691,228千円であ

ります。

２．重要な非資金取引の内容

当事業年度に新たに計上した固定資産の割賦購入に

係る資産及び負債の額はそれぞれ 千円であ

ります。

366,037
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該当事項はありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
(平成21年12月31日現在)

当事業年度
(平成22年12月31日現在)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産 (単位：千円)

繰越欠損金 166,427

減損損失 64,525

貸倒引当金繰入限度超過額 19,871

減価償却費超過額 18,459

特別退職金否認 12,954

事業所閉鎖損 11,576

会員権評価損 9,212

前受収益否認 8,295

その他 18,601

繰延税金資産小計 329,925

繰延税金負債

還付事業税 △1,112

繰延税金負債小計 △1,112

繰延税金資産の純額 328,813

評価性引当額 △273,137

繰延税金資産合計 55,676

繰延税金資産 (単位：千円)

繰越欠損金 131,113

減損損失 68,194

貸倒引当金繰入限度超過額 19,420

減価償却費超過額 18,898

会員権評価損 8,283

賞与引当金繰入限度超過額 6,742

前受収益否認 5,896

その他 19,899

繰延税金資産の純額 278,448

評価性引当額 214,978

繰延税金資産合計 63,470

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

当事業年度は税引前当期純損失であるため、法定実効

税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異

は、記載を省略しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

（単位：％）

法定実効税率 40.4

（調整）

住民税均等割 5.3

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目
2.4

評価性引当額の増減 △49.4

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
△1.3

（持分法投資損益等）

㈱ニッパンレンタル（4669）平成22年12月期決算短信（非連結）

20



（注）１株当たり当期純損益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

該当事項はありません。

（開示の省略）

リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、関連当事者との取引、退職給付、ストック・オプション

等、企業結合等、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えら

れるため開示を省略しております。

（１株当たり情報）

前事業年度
（自 平成21年１月１日

至 平成21年12月31日）

当事業年度
（自 平成22年１月１日

至 平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 円 銭152 41
１株当たり当期純損失 円 銭45 76
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純
損失であるため記載しておりません。

１株当たり純資産額 円 銭169 99
１株当たり当期純利益 円 銭16 77
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

円 銭15 70

前事業年度
（自 平成21年１月１日

至 平成21年12月31日）

当事業年度
（自 平成22年１月１日

至 平成22年12月31日）

１株当たり当期純損益

当期純損益（千円） △322,810 118,931

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損益（千円） △322,810 118,931

期中平均株式数（株） 7,054,294 7,089,477

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 484,445

（うち新株予約権） ( －) ( )484,445

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要

────── 平成18年４月１日に付与した
ストックオプション
(新株予約権)普通株式 370,500株

（重要な後発事象）
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(1）役員の異動

① 代表取締役の異動

代表取締役社長 石塚 春彦（現 取締役副社長）

退任 石塚 幸司（現 代表取締役会長兼社長）

② その他の役員の異動

該当事項はありません。

③ 就任予定日

平成23年３月29日

代表取締役の異動につきましては、平成22年12月28日付「代表取締役の異動に関するお知らせ」にて開示してお

ります。

(2）その他

該当事項はありません。

５．その他
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